
都道府県名 秋田県

Ⅰ　産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

１　成果目標

（１）生産コスト又は集出荷・加工コストの10％以上の削減（平成29年度）
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産地生産基盤パワーアップ事業

都道府県評価報告書（収益性向上対策）

成果目標

現状 目標 実績

面積 生産量、出荷量 面積 生産量、出荷量、 面積 生産量、出荷量、

又は処理量 又は処理量 又は処理量

水稲

生産コスト
の10%以上
削減

13.6％削減

34,205円/10a 38 170,750 29,558円/10a 60 312,000 54,681円/10a 43.3  413,490 - -440.6

　①農地集積の遅れに
より直播栽培の取組拡
大が進まなかったこ
と、②農機の故障や労
働力が確保出来なかっ
たことにより、修繕費
や外部委託費が増大し
たことなどから、生産
コストが増加した。
　当地区では、高齢化
に伴い作業受託が増加
しており、ライスセン
ターの稼働実績も目標
を上回っていることか
ら、協議会としては、
こうした農地を取り込
み、農地集積を確実に
進めるため、農業委員
会や農地中間管理機構
を通して、周辺法人と
の農地集積・集約化を
支援するほか、営農計
画や雇用計画の見直し
を指導する。

　外部委託費の増大や、目
標面積に達していないこと
により、生産コストの低減
から遠ざかってしまってい
る。
　外部委託費の増加になら
ないよう農地の集約化が図
られるよう他機関とともに
支援・指導を行う。

大豆

生産コスト
の10%以上
削減

33.3％削減

55,394円/10a 6 12,000 36,940円/10a 20 40,000 45,390円/10a 16.4  22,610 - 54.2

　作付面積が目標値が
届かなかったことによ
り、生産コスト低減の
目標値に届かなかっ
た。
　水稲と同じく、周辺
法人との農地集積・集
約化を支援するほか、
施肥や防除体系の見直
しを進めるよう営農指
導を行う。

　外部委託費の減少に伴う
コスト削減は進んでいる
が、面積拡大が目標値を達
成しておらず目標達成には
至っていない。
　更なる外部委託費の削
減、面積拡大を進めるよう
助言・指導を行う。

3
小坂町
七滝地

区
水稲

省力栽培技術の導
入、中心的経営体
に集約化、ライス
センターの整備

生産コスト
の10%以上
の削減

12.6%削減

92,630円/10a 18 98,997 80,930円/10a 20 115,643 78,529円/10a 19.4 87,348 -
決算書の米生産に
係る実績数値にて
検証

120.5

　農地集積が目標値に
満たなかったが、集約
化及び整備による効率
化により、生産コスト
の削減ができ、目標が
達成できた。
　協議会としては、引
き続き農地集積を確実
に進めるため、農業委
員会や農地中間管理機
構と協力し、農地集
積・集約化を支援す
る。

　コスト削減に向けた栽培
技術の確立や、面積拡大が
実施できたこと等により、
目標が達成された。

中山間地域
所得向上支
援事業と連
携

地域協議
会名

整理
番号

地区名 対象作物 取組内容

スマート農業推進枠
事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価 都道府県の評価 備考
年
度

年
度

年
度

年
度

導入・定着の取組
の実施内容

鹿角地
域農業
再生協
議会

2 花輪

省力栽培技術の導
入、中心的経営体
に集約化、ライス
センターの整備

法人決算書の製造
原価にて検証
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（２）販売額又は所得額の10％以上の増加（平成29年度）
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成果目標

現状 目標 実績

面積 生産量又は 価格(販売単価) 生産コスト 面積 生産量又は 価格(販売単価) 生産コスト 面積 生産量又は 価格(販売単価) 生産コスト

出荷量 出荷量 出荷量

能代市
農業再
生協議
会

3 久喜沢 ねぎ

野菜産地の形成の
推進
①水稲依存の営農
体質からの脱却を
めざし、水稲と園
芸作物との複合経
営の取組
②高性能機械や育
苗施設等の導入に
よる省力・低コス
トによる生産の取
組
③県内トップシュ
アを誇るネギの全
国ブランド化に向
けた高品質・安定
供給の取組を推進

販売額の
10%以上の
増加（総販
売額）

（21.2％増
加）

141,608千円 16.8 483 293 - 171,608千円 20.4 595 288 - 187,641千円 20 535 347 - - 364 300 1.213 225,187
ＪＡ販売データ
より、当該地区
の販売額を把握

278.6

　天候不順により、
全体的に生育が良く
ない中、品質の良い
ものを作り出した結
果、売上高の増加に
つながったと思われ
る。

　気象条件に応じた
適切な栽培管理が実
施された結果、単価
の高いＡ品の割合が
安定して高くなり、
販売額の増加が図ら
れたため、目標の達
成に繋がった。

水稲

水稲の高品質・安
定生産
①農地の集約化に
よる効率化を図
り、適期作業によ
る単収の増加
②乾燥調製施設を
活用した高品質・
安定生産

販売額の
10%以上の
増加

（11.8％増
加）

95,293円/10a 90

（H23～
H27)

548

5中3平
均

（H24～
H28)

95,293

- 106,538円/10a 90 566 106,538 - 124,683円/10a 91.1 521 124,683 - - 163.3 203.1 0.804 122,037 

小泉商事（株）
および秋田なま
はげ農業協同組
合の米販売デー
タより当該地区
の販売額を把握
する。

237.8

　補正後、目標より
も上回った。今後も
施設の利用率を向上
するよう指導してい
く。

　品質が向上したこ
とから、販売単価が
安定し、目標達成に
つながった。
　施設利用について
は、今後も指導を続
けながら、利用率向
上に努めてまいりた
い。

大豆

収益性の高い大豆
団地形成
①土地利用集積
し、大豆団地の形
成による生産量確
保
②機械化一貫体系
の導入による適期
作業による単収の
増加
③調製機械の整備
による品質向上
④秋田県大豆指導
指針におる土づく
り実践による品質
向上と生産の安定
化

販売額の
10%以上の
増加

（10.0％増
加）

10,805円/10a 9.4

（H23～
H27)

199

（H23～
H27)

10,805

- 11,890円/10a 20 218 11,890 - 13,921円/10a 32 217 13,921 - - 8,333 9,711 0.858 11,947 

秋田なまはげ農
業協同組合のＪ
Ａ大豆販売デー
タより当該地区
の販売額を把握
する。

105.3

　大豆の販売単価は
目標を上回ってお
り、現状を維持でき
るよう指導してい
く。

　作付面積は順調に
拡大している。
　販売単価は現状値
維持だったが、十分
な適期管理を行った
ことで、目標達成に
つながったと思われ
る。
　今後は、より一層
品質を向上させるべ
く指導していきた
い。

4
雄和芝

野
大豆

収益性の高い大豆
団地形成
①土地利用集積
し、大豆団地の形
成による生産量確
保
②播種機等の導入
による適期作業に
よる単収の増加と
品質の向上
③秋田県大豆指導
指針におる土づく
り実践による品質
向上と生産の安定
化

販売額の
10%以上の
増加

（10.1％増
加）

12,271円/10a 45

5中3平
均

（H23～
H27)
225

5中3平
均

（H23～
H27)

12,271

- 13,507円/10a 45 242 13,507 - 15,292円/10a 49.8 228 15,292 - - 8,613 9,711 0.887 13,564 

秋田なまはげ農
業協同組合のＪ
Ａ大豆販売デー
タより当該地区
の販売額を把握
する。

104.6 

　大豆の品質が向上
され、目標を上回る
数値となり達成され
た。

　適期作業管理が行
われたことから、品
質の向上が図られて
いる。
　また、天候に恵ま
れたこともあり、大
幅な増収へとつなが
り、目標を達成する
ことができた。
　引き続き、高品質
の大豆を生産できる
よう指導していく。

施設
野菜

(きゅう
り、ほ
うれん
そう)

施設野菜産地の形
成の推進
①灌水システムの
導入による品質向
上とハウスの増棟
による大規模経営
の取組

販売額の
10%以上の
増加（総販
売額）

（684.6％
増加）

6,047千円 1.7 45,000 200 - 47,447千円 3.7 187,500

きゅうり

270

ほうれん

そう

200

- 19,565千円 4.2

きゅうり

41,261

ほうれん

そう

45,435

きゅうり

240

ほうれん

そう

212

- -

きゅうり

191

ほうれん

そう

－

きゅうり

232

ほうれん

そう

－

きゅうり
0.823

ほうれん
そう
－

きゅうり
8,149,873円

ほうれんそ
う

9,642,181円

合計
17,792,054

円

ＪＡ販売データ
及び取引先デー
タにより、当該
地区の販売額を
把握

28.4

＜技術課題＞
　ほうれんそうは、
連作による収量減の
ため、土づくりの徹
底と太陽熱消毒等の
実施を図る。
　きゅうりは、病気
蔓延により、収穫が
皆無となったため、
管理と防除の徹底を
図る。

　ほうれんそうは、
連作障害の要因が高
いため、土づくりと
太陽熱消毒の指導を
実施済み。
　きゅうりは、病害
虫防除の徹底とし
て、防除歴を一新し
た。

報告書の
電子ファ
イル提出

露地
野菜

(きゅう
り、

キャベ
ツ)

露地野菜産地の形
成の推進
①きゅうりの灌水
システムの導入に
よる品質向上と大
規模経営の取組
②キャベツの高性
能機械化一貫体系
の導入による労働
効率向上で作付面
積を大幅に増加さ
せる大規模経営の
取組

販売額の
10%以上の
増加（総販
売額）

（253.2％
増加）

23,418千円 5.6 312,000

きゅうり
270

キャベツ
56

- 82,718千円 14 760,000

きゅうり
270

キャベツ
56

- 24,416千円 16

きゅうり
27,508

キャベツ
345,830

きゅうり
240

キャベツ
51

- -

きゅうり
191

キャベツ
55

きゅうり
232

キャベツ
57

きゅうり
0.823

キャベツ
0.965

きゅうり
5,433,380円

キャベツ
17,020,023

円

合計
22,453,404

円

ＪＡ販売データ
及び取引先デー
タにより、当該
地区の販売額を
把握

-1.6

＜技術課題＞
　きゅうりは、病害
蔓延により、収穫が
皆無となったため、
管理と防除の徹底を
図る。
　キャベツは、作付
前の除草の徹底をす
る。
＜全体＞
　法人及び関係機関
で上記技術課題を共
有し、次年度から
は、徹底した管理を
指導する。（毎週１
回程度）

＜要因＞
①一部のほ場で排水
が悪い。
②雑草繁茂
③干ばつによる生育
停滞
＜指導内容＞
①関係機関と状況確
認し、排水対策及び
作付計画の検討を実
施
②初期除草、中耕の
徹底を指導
③ほ場確認の徹底と
対策を指導

報告書の
電子ファ
イル提出

地域協議
会名

整理
番号

地区名 対象作物 取組内容

スマート農業推進枠
地域(県又は国を含む)

の価格(販売単価)
補正係

数

価格補
正後の
実績

事後評価の検証方
法(※定量的な検
証ができるこ
と。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価 都道府県の評価 備考年
度

年
度

年
度

年
度 導入・定着の取組

の実施内容
事業実施
前年度

目標年度

秋田市
農業再
生協議
会

3
雄和相

川

北秋田
市農業
再生協
議会

1 下杉
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（２）販売額又は所得額の10％以上の増加（平成29年度）続き
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成果目標

現状 目標 実績

面積 生産量又は 価格(販売単価) 生産コスト 面積 生産量又は 価格(販売単価) 生産コスト 面積 生産量又は 価格(販売単価) 生産コスト

出荷量 出荷量 出荷量

1 長木 枝豆

露地野菜産地の形
成の推進
①水稲や大豆から
枝豆への作付転換
の取組
②高性能機械化一
貫体系の導入によ
る労働効率向上
で、作付面積を大
幅に増加させる大
規模経営の取組

販売額の
10％以上の
増加（総販
売額）

（301.1％
増加）

40,715千円 20 93,000 437 - 163,300千円 71 326,600 500 - 81,836千円 73.5 220.9 370.4 - - 420 368 1.141
93,358
千円

ＪＡあきた北枝
豆販売データ及
び有限会社アグ
リ川田の販売伝
票等により、取
組主体の販売額
を把握

42.9

　雑草抑制が不十分
で初期生育が確保で
きなかったことや、
収穫期の高温により
適期収穫が間に合わ
ず、出荷量が伸びな
かった。
　今後は、適正な栽
培管理に努めて、単
収の向上を図るよう
指導した。

＜要因＞
①一部のほ場で排水
が悪い。
②雑草繁茂
③干ばつによる生育
停滞
＜指導内容＞
①関係機関と状況確
認し、排水対策及び
作付計画の検討を実
施
②初期除草、中耕の
徹底を指導
③ほ場確認の徹底と
対策を指導

2 上川沿

露地
野菜
（枝

豆、ア
スパラ
ガス、
にんに
く）

露地野菜産地の形
成の推進
 (①水稲や大豆か
ら枝豆への作付転
換の取組)
  ①水稲や大豆か
ら露地野菜(枝
豆、アスパラガ
ス、にんにく)へ
の作付転換の取組
  ②高性能機械化
一貫体系の導入に
よる労働効率向上
で、作付面積を大
幅に増加させる大
規模経営の取組

販売額の
10％以上の
増加（総販
売額）

（25,228.9
％増加）

760千円 0.3 1,250 608 - 192,500千円

枝豆

60

ｱｽﾊﾟﾗ

5

にんにく

10

枝豆
276,000

ｱｽﾊﾟﾗ
13,740

にんにく

35,000

枝豆
500

ｱｽﾊﾟﾗ
1,000

にんにく

700

- 37,557千円 75.9

枝豆
78,180

ｱｽﾊﾟﾗ
743

にんにく

10,520

枝豆
386.7

ｱｽﾊﾟﾗ
1,315.4

にんにく

602.9

- -

枝豆
420

ｱｽﾊﾟﾗ
1,090

にんにく

650

枝豆
368

ｱｽﾊﾟﾗ
1,080

にんに
く
521

枝豆
1.141

ｱｽﾊﾟﾗ
1.009

にんにく

1.248

【合計】

43,395
千円

枝豆
34,494
千円

ｱｽﾊﾟﾗ
986千円

にんにく

7,915千
円

あきた北農業協
同組合及び取引
先から協力を得
て、取組主体の
販売額を把握

22.2

　えだまめは、各法
人が同一の基準に基
づく管理を徹底し、
単収向上を図るよう
指導した。
　アスパラガスは、
適切な人員配置をす
るように指導した。
　にんにくは、礫は
対策済み（ストーン
クラッシャー）で、
市場の高評価を損な
わないよう指導し
た。

えだまめ
＜要因＞
①雑草繁茂　②干ば
つによる生育停滞
＜指導内容＞
①初期除草、中耕の
徹底を指導　②ほ場
確認の徹底と対策を
指導
アスパラガス
＜要因＞
他作目との作業の競
合
＜指導内容＞
特に人手が必要とな
る夏芽の期間の人員
配置について指導
にんにく
　礫の対策により、
本年度は順調に収穫
した。

地域協議
会名

整理
番号

地区名 対象作物 取組内容

スマート農業推進枠
地域(県又は国を含む)

の価格(販売単価)
補正係

数

価格補
正後の
実績

事後評価の検証方
法(※定量的な検
証ができるこ
と。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価 都道府県の評価 備考
年
度

年
度

年
度

年
度 導入・定着の取組

の実施内容
事業実施
前年度

目標年度

大館市
農業再
生協議

会
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